
略歴 

 

石橋 敏郎（いしばし としろう）教授 

 

1951 年 2 月 11 日生まれ 熊本県阿蘇郡南小国町出身 

 

 

学歴 

1963 年 3 月 南小国村立波居原小学校卒業 

1963 年 4 月 熊本市立帯山中学校入学 

1966 年 4 月 熊本県立熊本高等学校普通科入学 

1969 年 3 月 同上卒業 

1969 年 4 月 西南学院大学法学部法律学科入学 

1973 年 3 月 同上卒業 

1973 年 4 月 西南学院大学法学研究科修士課程入学 

1975 年 3 月 同上修了（法学修士） 

1975 年 4 月 九州大学法学研究科社会法学専攻博士課程入学 

1980 年 3 月 同上単位修得満期退学 

 

職歴 

1980 年 4 月 九州大学法学部助手 

1982 年 4 月 熊本県立熊本女子大学生活科学部専任講師 

1983 年 4 月 同助教授 

1988 年 10 月～1989 年 10 月 アメリカ合衆国ノースカロライナ州デューク大学ロースクール

客員研究員 

1994 年 4 月 熊本県立大学総合管理学部教授 

1998 年 4 月 熊本県立大学アドミニストレーション研究科博士前期課程（修士）教授 

2000 年 4 月 同博士後期課程（博士）教授 

2008 年 4 月 熊本県立大学アドミニストレーション研究科長 

 

学会活動 

1997 年  5 月 九州法学会会員 

1997 年 5 月 日本労働法学会会員 

1998 年 10 月 日本社会保障法学会会員 

1999 年 5 月 日米法学会会員 

2000 年 10 月 日本社会保障法学会企画委員 

2004 年 10 月 日本社会保障法学会理事 

v



2010 年 10 月 日本社会保障法学会代表理事（2012 年 12 月まで） 

2014 年 10 月 日本学術会議第 23 期連携委員（第 1 部法学委員会） 

 

社会的活動 

社会福祉士試験委員･精神保健福祉士試験委員（2010 年 4 月～），社会保障審議会福祉部会「生

活保護制度の在り方に関する専門委員会」委員（2003 年 8 月～2005 年 8 月），日本学術振興会

科学研究費委員会専門委員（2012 年 4 月～），国土交通省九州地区バリアフリー会議委員，熊

本県人材確保優良社会福祉施設審査会会長，熊本県地域年金事業運営調整会議座長，熊本県保

護司選考委員会委員，熊本県社会福祉協議会理事，熊本県社会福祉審議会会長，熊本県社会福

祉協議会総合計画検討委員会委員長，熊本県やさしいまちづくり推進協議会会長，熊本県福祉

有償運送協議会会長，熊本県障害者施策推進審議会会長，熊本県福祉サービス第三者評価推進

委員会会長，熊本県ナースセンター運営委員会委員，熊本県健康福祉部所管施設整備等審査会

委員，幸せ実感くまもと 4 ヵ年戦略委員会副委員長，熊本県高齢化社会対策研究会議委員，熊

本県老人保健福祉計画推進協議会会長，熊本県老人保健福祉計画推進委員会連携専門委員会会

長，熊本県老人保健福祉計画策定委員会委員，熊本県新障害者福祉長期計画策定委員，熊本県

障害者ケアマネジメント体制整備検討委員会会長，熊本県地方社会福祉審議会老人福祉分科会

会長，熊本県地方社会福祉審議会委員，熊本県地方社会福祉審議会身体障害者分科会会長，熊

本県障害者施策推進協議会会長，熊本県社会福祉施設サービス評価委員会委員，熊本県総合計

画委員会企画部会委員，熊本県総合計画委員会ひと・生活分科会会長，熊本県やさしいまちづ

くり推進協議会顧問，熊本県男女でつくる地域社会推進懇話会委員，熊本県男女でつくるいき

いき社会推進懇話会委員，男女共同参画社会推進懇話会副会長，熊本県公文書開示審査委員会

委員長職務代理，熊本県社会福祉協議会あり方検討部会会長，熊本県市町村合併委員会委員，

熊本県アートポリスアドバイザー委員会委員，熊本県中高一貫教育研究会議議長，熊本県保育

問題懇談会委員，熊本県情報公開条例検討委員会副会長，熊本県公文書開示審査会会長職務代

理，熊本県議会史第 7 巻編集委員，熊本県農業･農村パートナーシップ推進事業委員会委員，熊

本県保母試験委員会委員，熊本県看護職員の需給に関する検討委員会委員，熊本県環境創造み

なまた委員会委員，熊本県立肥後学園のあり方検討委員会会長，熊本県保育問題懇談会委員，

熊本県高齢者実態調査実施協議会委員，熊本県総合福祉センター設立準備委員会委員，熊本市

都市圏福祉有償運送協議会会長，熊本市都市計画審議会委員，熊本市社会福祉審議会委員，熊

本市地方社会福祉審議会身体障害者分科会会長，熊本市介護保険事業計画推進委員会委員長，

熊本市地域密着型サービス運営委員会委員，熊本市保健衛生審議会委員，熊本市地域保健医療

推進協議会委員，熊本市都市圏総合都市交通計画協議会委員，熊本市健康づくり等保健事業推

進協議会委員，菊池市部落差別等人権審議会会長，菊池市有償福祉運送協議会会長，菊池市老

人保健福祉計画策定委員会委員，菊池市児童育成計画策定委員会総合アドバイザー，人吉市介

護保険事業計画等策定委員会委員，矢部町保健福祉総合計画策定委員会顧問，矢部町老人保健

福祉推進計画策定研究会委員，七城町老人保健福祉計画策定委員会委員，玉東町地域福祉活動

計画策定委員会委員，植木町老人保健福祉計画策定委員会顧問，植木町健康日本 21 うえき計画

策定委員会顧問，植木町介護保険事業計画策定委員会顧問，植木町国民健康保険植木病院改築
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基本構想策定委員会会長，植木町地域密着型サービス運営委員会委員，植木町情報公開審査会

委員，植木町個人情報保護審査会委員，小国町学校規模適正化委員会アドバイザー，天草市学

校規模適正化審議会会長，天草町老人保健福祉推進計画策定研究協議会委員，天草町小型教育

構想策定プロジェクトコーディネーター，苓北町中学校統合審議会会長，天草市教育委員会点

検評価委員，大牟田市男女共同参画社会推進協議会委員長，北九州市生活保護行政検証委員会

アドバイザー，菊池市学校規模適正化審議会会長，大津町地域福祉計画策定委員会委員，天草

市社会福祉協議会発展強化計画検討委員会会長，山鹿市民医療センター経営改善評価委員会委

員，くまもと 21 ファンド運営委員会委員，独立行政法人福祉医療機構推薦審査委員会委員 

協会けんぽ熊本県支部評議会議長，熊本県身体障害者福祉団体連合会理事，社会福祉法人熊本

県共同募金会共同募金配分委員会委員，熊本赤十字病院地域医療支援病院運営委員会委員 

 

 

主な研究業績 

Ⅰ．著書 

『アメリカ連邦労災関係立法の研究－適用範囲の拡大をもたらした生活保障の視点』嵯峨野書院，

1999 年 5 月，238 頁 

『社会保障法における自立支援と地方分権－生活保護と介護保険における制度変容の検証』法律

文化社，2016 年 1 月，260 頁 

阿部和光･石橋敏郎編著『市民社会と社会保障法』嵯峨野書院，2002 年 4 月，第 1 部第 1 章「社

会保障法とはなにか」3－14 頁，第 2 章「社会保障法の歴史」15－24 頁，第 4 章「社会保障

の行財政」35－46 頁，第 2 部第 3 章「児童･障害者と社会保障」133－174 頁，第 7 章「社会

保障法の展望」291－302 頁，第 2 版，2007 年 7 月 

石橋敏郎･山田晋編著『やさしい社会福祉法制』嵯峨野書院，2005 年 4 月，第 1 部第 5 章 3「サー

ビスの質の保障」50－57 頁，4「権利擁護」58－68 頁，第 2 版，2008 年 6 月 

石橋敏郎編『わかりやすい社会保障論』法律文化社，2010 年 5 月，第 1 章「社会保障とはなにか」

1－18 頁，第 7 章「雇用保険，労災保険」113－129 頁，第 11 章「社会保障の将来」188－196

頁 

河野正輝・良永彌太郎・阿部和光・石橋敏郎編『社会保険改革の法理と将来像』法律文化社，2010

年 5 月，第 6 章「保険給付の範囲と水準」第 2 節「介護保険給付」90－98 頁，第 9 章「社会

保険と社会扶助」173－193 頁，第 10 章「社会保険の将来像」第 2 節「所得保障における社

会保険の将来像」206－213 頁 

 

Ⅱ．論文 

「アメリカにおける渉外的労働災害と国際私法－労災補償に関する法選択規則はいかにあるべき

か」九大法学第 32 号，1976 年 10 月，35－83 頁 

「アメリカにおける港湾労働者災害補償をめぐる法適用問題の史的展開―港湾労働者災害保障法

と州労災法の衝突法的側面（上）（下）」九大法学第 37 号，1979 年 3 月，55－70 頁，第 42 号，

1981 年 8 月，1－22 頁 
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「アメリカにおける社会保障訴訟の問題点－連邦裁判所の司法審査を可能にする管轄権の根拠」

社会保障研究第 16 巻第 2 号，社会保障研究所，1980 年 9 月，28－40 頁 

「鉄道労働者の労働災害に対する米国連邦使用者責任法の適用について－適用範囲の拡大とその

合憲性の根拠」熊本女子大学生活文化研究所「研究所報」第 1 巻第 1 号，1982 年 6 月，213

－254 頁 

「男女平等問題専門家会議報告書」日本労働法学会誌第 60 号，日本労働法学会，1982 年 10 月，

91－97 頁 

「コミュニティ再形成の行政的考察」熊本女子大学生活文化研究所「研究所報」第 2 巻第 1 号，

1983 年 6 月，183－194 頁 

「船員の労働災害をめぐるジョーンズ法の適用範囲の拡大とその史的展開過程（上）（下）」熊本

女子大学学術紀要第 35 巻，1983 年 3 月，18－33 頁，第 36 巻，1984 年 3 月，1－16 頁 

「米国における港湾労働者の労働災害に対する労災保障法の適用について－適用範囲の拡大をも

たらした生存権管轄の存在（上）（下）」熊本女子大学生活文化研究所「研究所報」第 3 巻第

1 号，1984 年 10 月，107－147 頁，熊本女子大学学術紀要第 37 巻 1985 年 3 月，70－83 頁 

「アメリカにおける連邦社会保障関係立法の成立とその合憲性の根拠－連邦の生存権管轄の存在」

荒木誠之先生還暦祝賀論文集『現代の生存権－法理と制度』法律文化社，1986 年 5 月，155

－173 頁 

「アメリカにおける年齢差別禁止法」日本労働法学会誌第 70 号，日本労働法学会，1987 年 10 月，

128－140 頁 

「熊本県情報公開条例について」自治研くまもと 1988 年Ｎｏ．1，熊本県地方自治研究センター，

4－14 頁 

「アメリカ年齢差別禁止法」福岡県 ILO 協会「高齢化社会における雇用構造についての比較研究

および九州地方実態調査」，1988 年 3 月，23－38 頁 

「アメリカ合衆国連邦社会保障法の司法審査手続きについて－連邦社会保障法§405（ｇ）と§

405（ｈ）との関係（Ⅰ）」熊本女子大学学術紀要第 40 巻，1988 年 12 月，22－40 頁 

「最近の社会保障制度の改革と地方自治」週刊社会保障 Vol.42，No.1492，社会保険法規研究会，

1988 年 7 月，14－17 頁 

「最近の社会保障制度の改革と地方自治－補助金削減一括法と事務整理合理化法をめぐる問題点」

社会保障法第 4 号，日本社会保障法学会，1989 年 5 月，25－37 頁 

「アメリカにおける公的扶助受給者に対する就労奨励政策の最近の動向について」週刊社会保障

Vol.44，No.1616，社会保険法規研究会，1990 年 12 月，22－25 頁 

「新しい時代，新しい自治，新しい福祉」自治研くまもと N0.6，熊本県地方自治研究センター，

1991 年 3 月，11－35 頁 

「アメリカにおける公的扶助制度の最近の動向について」社会保障法第 6 号，日本社会保障法学

会，1991 年 5 月，131－146 頁 

「最近の福祉行政の改革と地方公共団体の役割」ながさき自治研 No.27，長崎県地方自治研究セ

ンター，1991 年 8 月，22－35 頁 

「最近の福祉行政の改革と地方公共団体の役割」熊本女子大学生活科学研究会編『現代生活の諸
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問題』明文書房，1991 年 9 月，186－218 頁 

「老人保健福祉計画と市町村の役割」熊本開発，財団法人熊本開発センター，1992 年 10 月，12

－20 頁 

「新しい行政課題と地方自治」熊本県議会史第 7 巻，1994 年 3 月，1－92 頁 

「地方自治体における老人保健福祉計画の実態と福祉サービス基準保障のあり方」九州法学会会

報 1994 年版，九州法学会，1994 年 8 月，36－38 頁 

「熊本県における老人保健福祉計画の実証的研究」アドミニストレーション第 1 巻第 1 号 2 号合

併号，熊本県立大学総合管理学会，1994 年 12 月，81－127 頁 

「社会的ケアの展開と介護給付サービスの課題」季刊労働法第 181 号，総合労働研究所，1997 年

3 月，62－77 頁 

「介護保険法におけるサービス給付決定過程と利用者の権利」アドミニストレーション第 3 巻第

4 号，熊本県立大学総合管理学会，1997 年 3 月，19－56 頁 

「保健・医療・福祉の連携と地方自治」河野正輝・菊池高志編『高齢者の法』有斐閣，1997 年 12

月，240－257 頁 

「21 世紀に向けての社会福祉の新しい潮流―社会福祉サービスにおける公私の『競争』と『協働』

の関係について」生活創造レポート・熊本県における協働の実態とその可能性，財団法人熊

本開発研究センター，1999 年 3 月，1－6 頁 

「在宅サービスの体系と基準」河野正輝・大熊由紀子・北野誠一編『講座・障害をもつ人の人権 

第 3 巻 福祉サービスと自立支援』有斐閣，2000 年 5 月，70－82 頁 

「資産・能力活用と生活保護」日本社会保障法学会編『講座・社会保障法第 5 巻 住居保障法・

公的扶助法』法律文化社，2001 年 11 月，187－210 頁 

「改正介護保険法の新『予防給付』，地域支援事業」石橋敏郎･河谷はるみ・長千春「介護保険法

改正に伴う諸問題について―新『予防給付』，地域支援事業，サービスの質の評価，情報の公

開，介護手当を中心として」アドミニストレーション第 12 巻第 1 号 2 号合併号，熊本県立大

学総合管理学会，2005 年 12 月，第Ⅱ章，5－20 頁 

「生活保護法と自立―就労自立支援プログラムを中心として」社会保障法第 22 号，日本社会保障

法学会，2007 年 5 月，41－53 頁 

「法的整備の課題」熊本県立大学編『「こうのとりのゆりかご」を見つめて』熊本日日新聞社，2009

年 8 月，173－194 頁 

「老齢加算･母子加算の廃止について」石橋敏郎・長千春・坂口昌宏「生活保護給付水準に関する

最近の動向について―老齢加算・母子加算廃止，生活扶助基準の引き下げ，自立支援プログ

ラムにおける稼働能力活用要件」アドミニストレーション第 16 巻第 2 号，熊本県立大学総

合管理学会，2009 年 10 月，第Ⅱ章，24－43 頁 

「社会保障と介護保険制度」地方議会人第 40 巻第 6 号，全国市議会議長会･全国町村議会議長会，

2009 年 11 月，12－16 頁 
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